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第２次財政構造   
改 革 の 指 針

（Ｈ１５～１７） 

3 財政健全化に向けた取り組み  

 

 ○これまでの取り組み 

平成10年度以降、厳しい財政事情を踏まえ、本県では歳出の伸びを抑制する一方、県債や基金に依存しな

い財務体質を目指して、数次にわたる財政構造改革の取り組みを積極的に進めてきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これまでの財政構造改革の取組結果（平成 10年度以降の姿） 

内部事務経費等の節減 

人件費の削減 

事業費の削減 

公債費の平準化 

基金の取崩し 

県債の発行 

未利用県有地の

売却等 

平10 平11 平12 平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19

185億円

212億円

164億円

139億円

287億円

70億円

27億円

87億円

41億円

145億円

1億円

31億円

104億円

45億円

200億円

105億円

1億円

139億円

50億円

95億円

70億円

30億円

150億円

60億円

5億円

183億円

50億円

10億円

53億円

163億円

70億円

5億円

169億円

100億円

51億円

平10 平11 平12 平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19

歳出伸び

　▲0.6％

投資単独

伸び

 ▲18.4％

定数削減

　▲10人

　　　ほか

歳出伸び

　▲0.7％

投資単独

伸び

 ▲23.6％

定数削減

　▲61人

　　　ほか

歳出伸び

　▲0.6％

投資単独

伸び

 ▲15.1％

定数削減

　▲95人

　　　ほか

歳出伸び

　　0.0％

投資単独

伸び

　 5.6％

定数削減

　▲81人

　　　ほか

歳出伸び

　▲2.5％

投資単独

伸び

 ▲ 8.2％

定数削減

　▲53人

　　　ほか

歳出での対応 

各種対応後の財源不足に

歳入で対応 

財政危機回避のための  
改 革 基 本 方 針  
（Ｈ１７～１９） 

財政構造改革の指針 

（Ｈ１０～１２） 

当 面 の   
財政運営方針   
（Ｈ13～１４） 

注 １ 歳出での取組額および歳入で対応した財源不足への対応額は、それぞれ当初予算編成時の数字です。 

２ 平成１５年度および１６年度の歳出削減等に向けた取組額は、平成１４年度当初予算額を基準とし、平成１７年度以降の取組額は、平成１６年度当初予算額を基準としています。

３ 平成１７年度は、「財政危機回避のための改革プログラム」に沿った取組額を示しており、「財政構造改革プログラム」の削減予定分は、含めていません。 

357億円 

146億円

306億円 

165億円 

243億円

320億円

155億円

180億円
189億円 

245億円

291億円
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滋賀県財政構造改革プログラム～滋賀の未来に向けての財政基盤づくり～ 
 

＜持続可能な財政基盤の確立に向けて＞ 

 本県では、厳しい財政状況に対応するため、これまで数次にわたり行財政改革に取り組んできたところであ

り、歳出規模を削減するなど一定の成果を上げてきました。 

  しかしながら、国の「三位一体の改革」により地方交付税が大幅に削減されたことや税源移譲額を上回る国

庫補助負担金の額が削減されたこと、さらには「歳出・歳入一体改革」で地方の一般歳出の削減方針が示され、

一定好調な業績に支えられた税収動向を加味しても、なお一層地方税と地方交付税を合わせた一般財源総額は

抑制基調となり、非常に厳しい財政運営を強いられています。 

  また、これまでの人口増等に対応した施設整備や生活環境の向上、あるいは産業振興等のための社会基盤整

備のほか、各行政分野で本県の特色ある施策や施設の整備を実施してきたことなどにより、県民のくらしの利

便性や豊かさは大きく向上しましたが、一方で公債費や施設管理経費という形で財政負担となり、事業の縮小

や施策内容の見直し等を行ってはいるものの、財政状況は大変厳しい状況となっています。 

  こうした中、平成１９年度当初予算を基礎として、一定の前提条件の下に、平成２０年度から平成２２年度

までの財政収支見通しを試算したところ、巨額の財源不足が見込まれ、このまま何の手だても講じなければ、

財政再建団体への転落は現実のものとなってしまう状況であり、本県の財政状況は、まさに「非常事態」とも

いうべき極めて危機的な状況となっています。 

  ■  このプログラムは、巨額の財源不足に対応するため、財政収支改善目標を掲げるとともに具体的な取り組

みをお示しして、財政危機を回避するための道筋を明らかにするために策定したものです。 

  ■ 「新しい行政改革の方針」を踏まえ、歳入・歳出両面から大胆に取り組みます。 

    １ 歳入確保のための取り組み 

   (1) 県税収入の確保 

   (2) 県有資産の有効活用や広告収入の確保 

   (3) 地方一般財源の確保に向けた取り組み       など 

  ２ 歳出の見直し 

    県の担うべき役割等を踏まえ、その必要性や効果性などについて検証し、徹底的な歳出の見直しを行い

ます。 

    また、事務事業全般について、応益負担の原則を踏まえ、事業に必要となる経費の見直しや受益の内容、

受益者の範囲の実態等を考慮しながら、受益者負担のあり方そのものから見直しを行います。 

  ■ 財政危機を回避し、真に自律した財政基盤の構築を目指します。 

   自律的で持続可能な行財政基盤の確立に向けた改革に常に取り組み、「滋賀県基本構想」に掲げる「人の

力を活かす」「自然の力を活かす」「地と知の力を活かす」の３つの戦略に取り組むなかで、滋賀県の素材

に磨きをかけ、本来持つ力を引き出していくことが、県政の持続的発展につながる唯一の道筋と考えます。  

  ■ 県民の皆さんには、一定の我慢や負担をお願いするものもありますが、多くの方が実感として感じている

生活不安に対して「くらしと生命へのしわ寄せを極力回避する」というセーフティネットを確保するととも

に、制度を安定的に維持する、そういう視点から事業の見直しを実施いたしました。 

   財政の健全化に向けた取り組みに、一層のご理解とご協力をお願いいたします。     

 

 

 

 

財源不足（一般財源不足額）とは（「滋賀県財政構造改革プログラム」の場合） 

 平成19年度当初予算を基礎として、一定の前提条件の下に財政収支見通しを試算し、今後見込まれる歳

出総額と歳入総額との差を、財源不足額として示しています。

解 説 
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＜改革プログラムの推進期間＞ 

 平成20年度～平成22年度 

 

＜財政収支改善目標＞ 

                                （単位：億円） 

区     分 20年度 21年度 22年度 

一般財源不足額（税等）① 421 460 450

歳

入 

歳入の確保 48 5 20

人件費の削減 40 45 50

対

応

② 歳

出 事業費の削減 130 140 155

差し引き ①－② 203 270 225

財源対策のための県債発行 108 100 100対

応 基金の取崩し等 95 170 125

＜注＞  1 20年度は当初予算ベースに合わせています。 

２ 造林公社問題などについては、事業費等が不確定なため、収支試算には見込んでいません。 

今後、これらの緊急課題については、適切に対処していきます。 

 

＜財政収支改善目標達成のための取り組み＞ 

 (1) 歳入の確保等       見込額 約73億円 

  ① 県税等の収入未済額の縮減                      滋賀地方税滞納整理機構の設置 

  ② 県有財産の有効活用（含売却）や広告収入の確保            ３年間で約73億円 

  ③ 県税収入の安定的な確保に向けた企業誘致等産業の振興策の適切な実施  計画的に推進 

  ④ ふるさと滋賀を応援してもらうための仕組みづくり           条例の制定 

  ⑤ 使用料手数料等の見直し                       順次見直し 

  ⑥ 行政サービスに見合う税財源の確保に向けた国に対する強力な要請    強力に要請 

 (2) 職員給与等人件費の抑制  縮減見込額 約50億円（一般財源ベース、以下同じ。なお、縮減見込額は改革プログラム終了後（平成22年度）の見込み数値です。） 

  ① 給与の独自削減                           約30億円 

  ② 人員削減                              約20億円 

(3) 施策･事業の重点化､効率化 縮減見込額 約155億円 
  ① 投資的経費の重点化、効率化                     約53億円 

  ② 補助金等の削減                           約44億円 

  ③ 内部事務経費、施設管理費およびその他事務事業費等の削減       約53億円 

  ④ 公社、事業団等に対する財政支出の削減等               約 5億円 

 

＜将来にも安定的で持続可能な財政基盤の確立に向けた取り組み＞ 

(1) さらなる改革 

① 自主財源の確保 

② 維持管理経費等の固定経費の削減 

(2) 滋賀の未来に向けての財政基盤づくり 
改革プログラムを着実に実行するとともに、毎年度の予算編成や執行の中で、歳入と歳出の両面で一層の

努力を行います。 
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地方公共団体の財政の健全化に関する法律について 
 

 この法律は、地方公共団体の財政の健全性に関する比率の公表の制度を設け、その比率に応じて、

地方公共団体が財政の早期健全化および財政の再生ならびに公営企業の経営の健全化を図るため

の計画を策定する制度を定めるとともに、策定された計画の実施の促進を図るための行財政上の措

置を講じることにより、地方公共団体の財政の健全化を図ることを目的とし、平成19年６月に公

布されました。 
  

 財政の健全性に関する比率（健全化判断比率）  

① 実質赤字比率（一般会計等の実質赤字の標準財政規模に対する比率） 

② 連結実質赤字比率（全会計の実質赤字等の標準財政規模に対する比率） 

③ 実質公債費比率（公営企業等を含めた一般会計等の元利償還金負担の標準財政規模に対する比率）

④ 将来負担比率（公営企業、出資法人等を含めた一般会計等が将来負担すべき実質的負債の標準財政規模に対する比率）
 

  財政健全化計画の策定等  

  健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上の場合には、財政健全化計画を、また、再生

判断比率（健全化判断比率のうち①～③）のいずれかが財政再生基準以上の場合には、財政再生

計画を定めなければなりません。 

財政健全化計画・財政再生計画は議会の議決を経て定め、速やかに公表するとともに、毎年度、

その実施状況を議会に報告し、公表することとなっています。 

このほか、必要に応じた国の勧告や、財政再生基準以上である地方公共団体の地方債の起債の

 制限などが定められています。 

  公営企業についても、公営企業ごとの資金不足比率が、経営健全化基準以上となった場合は、

 上記に準じ経営健全化計画を定め、経営健全化に取り組むこととなっています。 
 

● 健全化判断比率の公表は、平成19年度決算から、財政健全化計画の策定の義務づけ等は平

成20年度決算から適用されます。 

○自主的な改善努力による財
政健全化

・財政健全化計画の策定（議会の議決）、
外部監査の要求の義務付け

・実施状況を毎年度議会に報告し公表

・早期健全化が著しく困難と認められるとき
は、総務大臣又は知事が必要な勧告

公営企業の経営の健全化

○国等の関与による確実な再生
・財政再生計画の策定（議会の議決）、外部
監査の要求の義務付け

・財政再生計画は、総務大臣に協議し、同意
を求めることができる
【同意無】
・災害復旧事業等を除き、地方債の起債を制限

【同意有】
・収支不足額を振り替えるため、償還年限が計画期
間内である地方債（再生振替特例債）の起債可

・財政運営が計画に適合しないと認められる
場合等においては、予算の変更等を勧告

○赤字団体が申出により、財政
再建計画を策定（総務大臣の
同意が必要）

財政の再生

地方財政再建促進特別措置法

新
し
い
法
制

現
行
制
度

（
健
全
財
政
）

（
財
政
悪
化
）

○指標の整備と情報開示の徹
底

・フロー指標：実質赤字比率、連結実質
赤字比率、実質公債費比率

・ストック指標：将来負担比率＝公社・
三セク等を含めた実質的負債による
指標

→監査委員の審査に付し議会に報告し公表

健全段階

＜現行制度の課題＞

・分かりやすい財政情報の開示等が不十分

・再建団体の基準しかなく、早期是正機能がない

・普通会計を中心にした収支の指標のみで、ストック（負債
等）の財政状況に課題があっても対象とならない

・公営企業にも早期是正機能がない等の課題
○公営企業もこれに準じた再建制度
（地方公営企業法)

財政の早期健全化

※赤字比率が５％以上の都道府県、２０％以上
の市町村は、法に基づく財政再建を行わなけれ
ば建設地方債を発行できない

地方公共団体の財政の健全化に関する法律について

解 説 


